
【農地法第４・５条許可（農地造成）申請添付書類】 

◎受付期間：毎月２０日～２４日(土･日･祝日を除く開庁時間内) 

① 共通 ※証明書類は申請前３か月以内のものに限る 

ﾁｪｯｸ 番号 添付書類 部数 備     考 

 

1 

農地法第 4・5条の規

定による許可申請書

（農地造成） 

(様式第 1号の 2) 

２ 

①住所は住民票、氏名は戸籍簿、土地の表示は登記簿に記載され

ているとおりの字体を使用。 

②一筆の一部を転用する場合、面積は地積測量図の面積を小数点

第２位まで記入。（所有権移転を伴う場合は分筆登記後に申

請。） 

③用途には、「農地造成」と記入。 

④農地造成の許可期間は、３年以内の事業に必要最小限度の期間

とし、他法令の許認可が必要な場合は他法令の許認可期間を限

度とするため、転用時期の記載に注意。 

 

2 

土地の登記事項証明

書(全部事項証明書

に限る) 

２ 

①登記事項証明書に記載されている住所が登記名義人の現住所

と異なる場合は、住民票、戸籍の附票等で住所のつながりが分

かるものを添付。 

②所有権移転で抵当権・仮登記ありの場合、抹消若しくは同意書

（要押印）も添付。 

※インターネットで取得できる登記情報提供サービスを印刷し

たものは不可 

 
3 

法人の登記事項証明

書 
２ ・譲受人・譲渡人が法人の場合 全部事項証明書に限る。 

 4 法人の定款 ２ ・譲受人が法人の場合 

 

5 位置図 ２ 

①最寄りの駅、市役所・支所その他の公共施設からの位置がわか

るもので縮尺・方位を明記※都市計画図等 

②申請地がわかるよう赤線で囲む。 

 

6 公図の写し ２ 

①申請地に接する土地の地番・地目・土地所有者・耕作者名を記

載。（角と角等、点で接する土地も含む） 

②申請地がわかるよう赤線で囲む。 

③道路は赤色、水路は青色に塗る。 

 
7 周辺土地利用状況図 ２ 

①住宅地図の写し等。縮尺・方位を明記。 

②申請地は赤線で囲む。 

 

8 申請地の現況写真 ２ 

①申請地を含めた周辺の写真を３方向以上撮影。 

②申請地を赤線で囲む。 

③撮影方向を記入した図(公図の写しや周辺土地利用状況図に矢

印で撮影方向と写真番号を記載したもの)を添付。 

 

9 
事業計画書 

(様式第 2号) 
２ 

ア 事業を行う理由を詳細に記入。埋立ての内容・整地方法を記

載。 

ウ 申請地面積及び一体地として利用する農地以外の土地面積を

記載。 

オ 給排水について明記。 

 

10 
土地利用計画図（平

面図） 
２ 

・縮尺 300 分の 1から 600 分の 1の図に、土地利用計画を詳細に

記入し、位置・隣接境界を明記。 

 

 

11 
埋立て等事業計画書 

（様式第 20 号) 
２ 

①転用事業が県及び市町村の土砂等埋立条例（残土条例）に該当

する場合は、特定事業許可申請書等(写)を添付。 

②土砂により埋立する場合は当該採取区域の認可書（写）も添付。 

 
12 

現況及び計画縦横断

図 
２ ・掘削深及び覆土高が分かるもの 



ﾁｪｯｸ 番号 添付書類 部数 備     考 

 
13 資金計画書 ２ 

①資金≧支出予定額 

②所有権移転の場合は、資金≧土地代金を含めた支出予定額 

 

14 資力を証する書面 ２ 

①預貯金残高証明書 

②融資(見込み)明細書 など 金融機関以外の融資証明を添付

する場合は融資元の残高証明書を添付すること。 

 15 見積書 ２ ・支出予定額の内訳が分かるもの。押印のあるもの。 

 

16 土地改良区の意見書 ２ 

①申請地が土地改良区の区域内にある場合添付。 

②受益地でない場合は、受益地ではないことを確認した日付と確

認者を記載した書面を添付。 

 

17 排水同意書 ２ 

①申請地が土地改良区の区域内にある場合添付。 

②受益地でない場合は、受益地ではないことを確認した日付と確

認者を記載した書面を添付。 

 
18 

公有財産管理者の同

意書 
２ ・道路･水路の占有使用許可等、該当する場合に添付。 

 
19 

他法令許認可申請書

の写し 
２ ・他法令の許認可等が必要な場合に添付。（受付印があるもの） 

 20 地積測量図 ２ ・一筆の一部を転用する場合に添付。 

 
21 

農業振興地域除外・

変更済証明書 
２ 

・農用地の場合添付。（市長担当部局が発行したもの） 

・除外もしくは変更の内容が分かる通知書も可。 

 
22 確認書 ２ 

・譲受人等（事業を行おうとする者）が代理人に申請手続きを委

任している場合添付。要押印 

 
23 委任状 ２ 

・代理人に申請手続きを委任している場合、譲受人・譲渡人双方

からの委任状を添付。地目は全ての地目を記入する。要押印 

 24 事業経歴書 ２  

 
25 

過去の許可済地の概

要説明書 
２ 

・過去に許可済地がない場合はその旨を記載した文書を添付。 

許可済地がある場合はその地番、許可日及び進捗状況を記載。 

 
26 

作付け計画書 

(様式第 21 号の 1) 
２  

 
27 

農地復元誓約書 

(様式第 21 号の 2) 
２ 要押印 

 
28 

作付け誓約書 

(様式第 21 号の 3) 
２ 要押印 

 29 契約書の写し ２ ・目的、施行計画、農地復元が明記されているもの。 

 30 工事工程表 ２ ・県及び市の土砂等埋立て条例（残土条例）の添付の写し可。 

 

31 

埋立て等の市町村長

意見書 

（様式第 24 号） 

２ ・農用地・甲種・1種農地の場合添付。 

 
32 私道利用の同意書 ２ 

・申請に係り私道を利用する計画の場合は権利者からの同意書

（要押印）を添付。 

 
33 

貸借対照表及び損益

計算書 
１ ・農地の合計転用面積が 3,000 ㎡を超える場合に添付。 

 

・添付書類は原本を提出すること。（申請時に原本が確認できればコピーを添付でも可） 

・合計転用面積が 3,000 ㎡を超えるものは必要書類をカラーで 49 部用意すること。 

 （農業委員会から必要書類及び内容を後日連絡します。） 

・記入はすべて消えないボールペンで記入すること。 

・相続登記が終わっていない場合（原則として相続登記後に申請） 

 ①相続関係説明図、②除（戸）籍謄本、③遺産分割協議書又は相続人全員からの同意書 

 ②は出生から死亡までの連続した被相続人の戸籍謄本等、被相続人が亡くなった後に発行された全ての法

定相続人の戸籍謄本（法務局発行の法定相続情報一覧図がある場合は①、②は省略可能） 


